
 
 

 

 

地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく令和４年度財政援助団体等監査を実

施したので、同条第９項の規定により、その結果を次のとおり公表する。 

 

令和５年３月２０日 
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１ 監査の対象団体 

   社会福祉法人飯能市社会福祉協議会 

 

２ 監査の実施日 

  令和５年１月１９日 

 

３  監査の場所 

社会福祉法人飯能市社会福祉協議会（飯能市総合福祉センター内） 

 

４ 監査の範囲及び方法 

    令和３年度の補助金に係る出納その他の事務の執行、令和４年度飯能市総合福祉

センター及び飯能市美杉台児童館の管理運営について、あらかじめ提出を求めた監

査資料及び提出された諸帳簿、証拠書類を精査し、また、関係職員等から説明を聴

取するとともに、補助金の交付目的が十分達成されているか、交付申請の手続、収

支の経理が適正であるか否かについて監査した。 

  指定管理者制度については、飯能市総合福祉センター及び飯能市美杉台児童館の

管理運営に関する当該条例及び施行規則に基づき適正に行われているか否かにつ

いて監査した。 

なお、本監査は飯能市監査委員監査基準に準処して実施した。 

 

５ 社会福祉法人飯能市社会福祉協議会の概要 

(1) 設置目的 

    飯能市における社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発

達及び社会福祉に関する活動の活性化により、地域福祉の推進を図ることを目

的とする。 

 

(2)  設立年月日 

     昭和２６年１１月６日設立 

     昭和５５年１月２９日法人認可 

 

(3) 役職員（令和４年１１月３０日現在） 

理  事 １０人【会長１人、副会長２人、常務理事１人】 

     監  事  ３人 

     職  員  ５９人【事務局長 1人】 

【主幹以下 正職員２０人（市派遣１人含む）】 

【非常勤職員３９人】 

 

(4) 補助金等の名称 

社会福祉法人飯能市社会福祉協議会補助金 
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(5) 補助金等の内容及び充当状況 

 

内  容  

 

 

総事業費（A） 

 

 

市補助金（B） 

 

 

その他補助金 

 

 

比率(B/A) 

 

・地域福祉推進事業  

社会福祉協議会職

員の人件費支出 

          円 

98,222,073  

 

円

80,542,802 

    

円

17,679,271  

 

％ 

82.0  

 

社会福祉協議会職 

員の退職手当積立

基金預け金支出 

円 

5,056,720  

円

5,056,720 

円  

- 

       

％ 

100.0 

・成年後見事業 

社会福祉協議会職

員の人件費支出 

円

6,099,870 

 

円

4,264,522 

円

1,835,348  

円 

％ 

69.9 

社会福祉協議会職

員の退職手当積立

基金預け金支出 

円

373,200 

円

373,200 

円  

- 

％ 

100.0 

 

(6) 事業の概要 

  ア 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

 イ 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

 ウ 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

 エ アからウのほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要

な事業 

 オ 保健医療、教育その他の社会福祉と関連する事業との連絡 

 カ ボランティア活動の振興 

 キ 共同募金事業への協力 

 ク 福祉サービス利用援助事業 

 ケ 飯能市総合福祉センターの経営 

 コ 飯能市老人福祉センターの経営 

 サ 飯能市身体障害者福祉センターの経営 

 シ 飯能市児童センターの経営 

 ス 飯能市美杉台児童館の経営 

 セ 地域活動支援センターの経営 

ソ  生活福祉資金貸付事業 

 タ  低所得世帯生計援助資金貸付事業 

 チ 心配ごと相談事業 
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 ツ 生活支援体制整備事業 

 テ その他この法人の目的達成のため必要な事業 
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６ 法人単位資金収支計算書 
令 和 ３ 年度 法人単位資金収支計算書 

（自 令和３年４月１日 至 令和４年３月３１日） 

＜事業活動による収支＞ 
  

（単位：円） 

 
勘定科目 予 算 額 決 算 額 差  引 

 
会費収入 5,994,000 5,971,600 22,400 

 
寄附金収入 358,000 524,027 △ 166,027 

 
経常経費補助金収入 101,596,000 96,070,244 5,525,756 

 
受託金収入 136,245,000 125,264,672 10,980,328 

 
貸付事業収入 350,000 491,000 △141,000 

 
事業収入 3,881,000 3,672,100 208,900 

 
負担金収入 405,000 405,320 △ 320 

 
介護保険事業収入 25,024,000 22,366,710 2,657,290 

 
交付金収入 10,000 9,000 1,000 

 
受取利息配当金収入 8,901,000 8,900,172 828 

 
その他収入 48,000 349,217 △ 301,217 

 
事業活動収入計（1） 282,812,000 264,024,062 18,787,938 

 
人件費支出 208,850,000 191,088,590 17,761,410 

 事業費支出 64,770,000 52,996,095 11,773,905 

 
事務費支出 10,900,000 8,834,668 2,065,332 

 
貸付事業支出 500,000 498,000 2,000 

 
共同募金配分金事業費 8,506,000 6,308,690 2,197,310 

 助成金支出 5,023,000 1,906,538 3,116,462 

 法人税、住民税及び事業税支出 71,000 70,400 600 

 
事業活動支出計（2） 298,620,000 261,702,981 36,917,019 

 
事業活動資金収支差額（3）=（1）-（2） △15,808,000 

152,554,000 

2,321,081 △18,129,081 

18,129004,630 
   

＜施設整備等による収支＞ 

 
勘定科目 予 算 額 決 算 額 

差  引 

差  引 

 
施設整備等収入計(4) 0 0 0 

 
固定資産取得支出 2,145,000 1,980,000 165,000 

 施設整備等支出計(5) 2,145,000 1,980,000 165,000 

 
施設整備等資金収支差額（6）=（4）-（5） △2,145,000 △1,980,000 △165,000 

 

    

    



5 

 

＜その他の活動による収支＞ 
   

 
勘定科目 予 算 額 決 算 額 差  引 

 
基金積立資産取崩収入 1,500,000 0 1,500,000 

 
その他の活動による収入 0 514,096 △ 514,096 

 
その他の活動収入(7) 1,500,000 514,096 985,904 

 その他の活動による支出 8,974,000 7,968,040 1,005,960 

 
その他の活動支出計(8) 8,974,000 7,968,040 1,005,960 

 その他の活動資金収支差額（9）=（7）-（8） △7,474,000 

7,474020,000 

△7,453,944 

7,453669,345 

△ 20,056 

 
        

 
勘定科目 予 算 額 決 算 額 差  引 

 
予備費支出(10) 

 

4,164,000 

△13,000 

0 

 

4,151,000 

  

 
当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) △29,578,000 

296,658,000 

△7,112,863 △22,465,137 

229,439,285  

 
前期末支払資金残高(12) 104,397,000 92,619,158 11,777,842 

11,7771494,78

0 
 

当期末支払資金残高（11）+（12） 74,819,000 85,506,295 △10,687,295 

1022,934,065  
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７ 監査の結果 

≪補助金関係≫ 

社会福祉法人飯能市社会福祉協議会補助金については、職員の人件費、退職手当

積立基金預け金に充てるために支出されている。 

市から交付されている補助金については、飯能市補助金等の交付手続等に関する

規則及び、社会福祉法人飯能市社会福祉協議会補助金交付要領等に基づき交付され

ており、交付申請書には事業計画書と資金収支予算書、実績報告書には事業報告書

と資金収支計算書が要領に沿って添付されていた。また、資金収支計算書、貸借対

照表及び証拠書類を照合した結果、適正に処理されていると認められた。 

所管課においては、今後も交付先の団体がどのように補助金を充当しているかを

正確に把握し、補助金等交付の透明性の確保と適正な交付手続に努められたい。 

 

≪指定管理関係≫ 

  飯能市総合福祉センターは、開館から30年以上が経過し、施設の老朽化が課題と

なっているので市と協議し、利用者が快適に利用できるよう計画的な修繕を望む。

今後も施設における事故を未然に防ぐため施設の内外の点検、定期的な避難訓練な

どを実施し、安全で、安心して利用のできる施設管理を期待する。 

  

 


